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午後３時００分 開会 

○事務局（加藤） それでは、定刻になりましたので、第６回の復興・再生戦略協議会を開催

させていただきたいと思います。ご多忙の中、ご参加いただきましてありがとうございました。 

 まず最初に、資料の確認をさせていただきたいと思います。封筒の外に２つ置いてございま

すが、封筒の中に資料が入ってございまして、最初の議事次第の裏側に配布資料一覧表をつけ

てございます。協議会委員の皆様の配席図、ご出席者の名前、それから最初の議題で使わせて

いただきます資料６－１－１から６－１－３、それから６－２－１、６－２－２ということで、

その後に参考資料として６－１－１から３まで３つ入ってございます。また、机上にはキング

ファイルの中に、ここに書いております６つの資料を入れさせていただいております。封筒の

外に入っている資料でございますけれども、一番上に置いております紙は昨日座長にご説明を

したときに、追加でということでお作りいただきました紙を１枚置いてございますのとともに、

今日ご欠席の日本政策投資銀行の橋本委員のほうから追加資料ということで、お送りいただき

ましたのでお配りさせていただいてございます。資料、過不足ございましたら、ご指示いただ

ければと思います。 

 本日は、21名の皆様の中から15名ご出席をいただいておりますので、定足数に足りていると

いうご報告をさせていただきます。また、石川委員におかれましては、ご所用で１時間ほど遅

れてご出席ということで、お返事いただいている皆様そのほかはお集まりいただいているとい

うことでございます。 

 それでは、進めたいと思いますので、井上座長、進行をよろしくお願いいたします。 

○井上座長 それでは、本日、よろしくお願いいたします。 

 ９月の協議会でお話がございましたように、年末の総理報告に向けての議論が現在佳境にな

ってきておりますが、今回は、総理への報告の骨格となる仕組みの見直しについてご議論いた

だきたいと思っております。議事１がそのものですが、復興・再生を推進するための仕組みの

見直しについてということです。まず最初に、事務局から資料の説明をお願いいたします。 

○事務局（加藤） では、説明させていただきます。６－１－１の資料を中心にご説明をさせ

ていただきます。表紙に書いてございますように、復興・再生を推進するための仕組みの見直

しということで、副題をつけましたような形でまとめてございます。この資料につきましては、

頭に書いてございますけれども、１番、２番で若干過去の経緯を確認させていただいて、それ

以降やらせていただいた３番、４番のご紹介を簡単にして、５番目のところで、皆様にご意見

を頂戴できればと思っております。 
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 また、５番の説明の中で、適宜ここの６番の参考資料、あるいは資料６－１－２の２つを使

いながら、若干あっち行ったりこっち行ったり飛んでしまいますけれども、その説明をさせて

いただきたいと思います。 

 １ページ、最初に協議等の経緯とスケジュールということで、簡単に触れさせていただきま

す。座長からもお話がありましたように７月30日に、前々回にご紹介しましたが、総合科学技

術会議本会議で、システム改革等イノベーション実現に必要な施策のあり方について、年末ま

でに対応方針をまとめるようにということで、総理からお話がありまして、各協議会、部会等

でそれぞれ議論をいただいているところでございます。４回、５回、皆様方にいろいろ課題に

ついて意見交換をしていただきまして、皆様方から頂戴した意見については前回も紹介しまし

たけれども、今日は、６－１－３でまとめてございますし、また要約を次の２ページに付して

いるところでございます。３の資料については説明を割愛させていただきます。 

 その後、一部の委員の方々、あるいは関係の方々にいろいろお話をお伺いしまして、具体的

な取組事例についてご紹介をいただいて今日の資料にも反映をさせていただいてございます。

また、改めて後ほど触れますけれども、被災地早期復興に焦点を当てて見直しの方針の候補例

を幾つか抽出させていただいたところでございます。本日、第６回の協議会では、本日の資料

についてご議論いただいた上で、次回取りまとめる形になりますので、それに向けて、改めて

今日いただいた意見を踏まえて、座長、副座長と相談しながら、最終取りまとめをまとめて、

途中で皆様方に一度ご意見を照会する機会を設けて、12月に臨みたいと、そのようなスケジュ

ールで考えてございます。 

 最終的には、12月20日に予定してございます第９回の専門調査会で、各協議会のものをまと

めて、総理の報告に持っていきたいと思ってございます。 

 ２ページ目のほうですけれども、皆様方、前回、前々回からいただいたご意見をまとめた項

目だけをここに再掲してございます。非常に幅広い意見を頂戴したんですけれども、右端のほ

うに、吹き出しのような形で振ってございますけれども、ゼロ番の、左のほうでいくとピンク

で塗っているような項目については、行政全般にわたる課題でございますので、科学技術で直

接的に取り組むのもなかなか難しいところもございますし、また下のほうの３番、４番の項目

につきましては、協議会全般の運営、あるいはアクションプランの進め方のところでございま

すので、ほかの協議会の議論とも合わせまして、次回以降またご議論いただければと思ってご

ざいまして、本日は、中ほどの１番、２番、赤で囲った項目を注目しながら資料をまとめさせ

ていただいてございます。 
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 次の３ページ目でございますが、ここでは先ほどご紹介しましたヒアリングを事務局のほう

でさせていただいて、幾つかご紹介いただいた意見を列挙してございます。ちょっとヒアリン

グに入る前に、黒枠で囲ってございますけれども、平成25年度のアクションプラン、以前ご議

論いただきましたここの成果につきましては、早くても来年１年かけて、成果が出るのが再来

年の春ということになってしまいますので、まずは取り組むべきは被災地の早期復興・再生と

いう認識に立ちまして、今回は余り前回ご議論いただきましたアクションプランにこだわらず

に、復興・再生につながるような科学技術の仕組みの見直しについて焦点を当ててまとめさせ

ていただいてございます。 

 前回の具体的な事例をもっと拾うべきではないかというご発言もございましたので、今回、

皆様方の一部の方にはお時間を頂戴して、成功した事例、こんなところがネックになった事例

ということをご披露いただきました。右下のほうに、項目を列挙させていただいてございます

し、また、◎をつけた項目については、後ほど資料６－１－２のほうにまとめてご紹介してお

りますので、また折に触れ紹介していきたいと思います。 

 個別に聞くだけではなくて、４ページ目のほうですけれども、主に被災３県と言われている

それぞれの県の資料、お話をお伺いできるところについてお話をお伺いして、それぞれ課題に

認識されているところを拾い出してございます。 

 １つ目の岩手県については、今回、今年の夏に復興計画が見直されているんですけれども、

その際に行われた県民のアンケートを左のほうにつけてございます。医療、雇用、こういった

今までも着目していたもののほかに、鉄道網の復旧が進捗の低い項目の中に書かれてございま

すように、こんなところが岩手県では課題として掲げられてございます。 

 また、宮城県のほうにおかれましては、担当の方にお話を聞く機会ができまして、思いつく

ままにということではありましたが、右側のほうに項目を列挙させていただいてございます。 

 被災直後のロジスティック、通信環境の問題に加えて、お医者さんが足りない、あるいはつ

くり直す防潮堤の高さ、これがそこに住む住民から見て圧迫感があるということで、その辺の

合意形成、新しく移られたところでのコミュニティーの形成の仕方、こんなところの難しさを

感じていらっしゃるというお話に加えて、現場に新しい技術がどうやってマッチングできるの

か。あるいは、今回それぞれいろいろな経験をされて、それぞれの頭の中にとどめるだけでは

なくて、もっとみんなで共有できるような仕組みができないかということもお話として伺わせ

ていただきました。 

 下の福島県については、項目としては、両県と同じような項目も挙げられていますけれども、
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特徴的なのは放射能の影響、いろいろな項目について、そういったところに言及されていると

いう状況でございます。 

 ５ページでございますけれども、前回、こんな形でまとめたいとお示しした紙を実は１ペー

ジ目の左下に小さくつけているんですけれども、それと同じような流れで、資料をまとめさせ

ていただいております。先ほど３ページで触れましたように、被災地の早期復興・再生という

ところに焦点を絞って、皆様方のこれまでのご意見、ヒアリングからの話をまとめて科学技術

関連、どのような仕組みの見直しが有効かということでまとめさせていただいてございます。 

 資料の構成としては、右側のＤの枠のところを中心にして今日仕組みの見直しを講ずること

がどんなことをやることが適当かとか、そういったところについてご意見、ご提案を頂戴でき

ればと思ってございます。 

 資料の構成としては、左のほうから、アクションプランでも示しましたようなＡの政策課題、

Ｂの現場で優先度が高いと考えられます解決すべき課題、皆様方から頂戴していました課題解

決を阻害する要因としてどれが関連するかということで、中ほどにまとめて、右のほうに見直

しの方針ということで資料を構成して、最後の右端のところに参考事例ということで、この６

ページ目以降、資料２の事例を紹介させていただいてございます。 

 Ａの政策課題のところについてはちょっと省かせていただきますけれども、Ｂの解決すべき

課題、先ほどの県の報告書、あるいは皆様方からお聞きした大きな課題として６項目を書かせ

ていただいてございます。 

 （１）として医療体制の再構築、それから２番目で、雇用の関係の話、それから３番のまち

づくり、４番の瓦れき処理の話、岩手でございましたように、５番目で公共交通の回復の話、

それから６番目で除染のことを掲げてございます。 

 それぞれの項目につきまして、Ｃの要因のところはちょっと省かせていただきますけれども、

Ｄの見直しの方針で、どんなことをしてきたらいいのかというのを二重枠で、政策というイメ

ージで、例えば一番上の医療提供体系の再構築、創業・雇用の拡大、競争力強化というような

形で掲げさせてもらっていて、そこからどんな項目について取り上げていったらいいのかとい

うのを（１）から（６）まで、その隣に書いております。事例について十分把握し切れていな

いところもございますので、お聞きした話を交えながらご紹介をしていきたいと思うんですけ

れども、例えば（１）のＩＣＴ技術で、参考資料２の１ページにお聞きした事例をちょっと触

れてございます。医療そのものの話以外のものも若干入ってございますけれども、例えば今回、

これは実際にやられている事例ということで、１つは資料２の１ページ目、仙台で独り暮らし



 －5－

の高齢者に携帯端末をお貸しして、緊急通報、不安なことを相談するコールセンターを開設さ

れているという取組があったり、あるいは津波の被災地ではないんですけれども、岩手県の遠

野では、ＩＣＴを使って健康管理をしたり、それから公設の助産院の運営にＩＣＴを活用され

ているという事例をお聞きすることができました。（１）については、こんな事例をお聞きす

ることができました。 

 次に、あっちこっち飛びますけれども、資料１の５ページに戻りますけれども、（２）の技

術シーズと復興ニーズのマッチングを促進させるマネジメント、成功事例を広める仕組みづく

りと書かせてもらっています。こちらの事例は、２のほうですけれども、２、３、４、の３つ

の項目が関連することかと思ってまとめてございますが、２番のほうについては、宮城県の山

元町、亘理町で、イチゴが特産品だということで、そこのところでイチゴの施設園芸に、新し

い技術を使って実験施設をつくったり、あるいは３番のほうですと、仙台市の下水処理場を活

用しながら、炭化水素を生成する微細藻類の培養。油をとるようなシステムの構築という検討

を始められているということです。 

 こういったところについても、３ページ目の成功の要諦の欄に書いてございますけれども、

技術を持っていらっしゃる方、場を提供される方、その間にプランナーとかあるいはプロジェ

クトのコーディネーターが存在したので、このような研究開発プロジェクトが進んでいるとい

うお話をお聞かせいただきました。 

 また、４のところでは、いろいろ取り組まれている中で、こんなファンドの例で、こういっ

たものを活用して、農業を被災地、農家の方が水耕栽培ハウスをつくって農業を始められてい

るというご紹介もいただいたところです。 

 これにつきましては、資料１の６ページ目に、１枚別にまとめているんですけれども、参考

（２）ということで、技術シーズ、復興ニーズのマッチングを云々ということで、まとめてご

ざいます。被災自治体の方、それから被災地の事業主の方、皆さんよいまちをつくりたいとか、 

事業を再開したい、当然こういった思いを持っていらっしゃるんですけれども、いろいろお話

を聞くとやはりという感じなんですけれども、思いはあってもなかなか現場に使うような技術

の段階に至っていないというのが現状のようでございます。こういったところを結びつけるよ

うな仕組みを何か考えていかなければいけないのではないかというのがここの問題意識で書い

てございます。 

 左の①の被災自治体のところで、自治体の職員の方は復旧作業で手いっぱいだとか、技術職

員の方はそんなにいらっしゃらないとか、あるいは昨今、特定の企業に特別に何かをお願いす
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るということはなかなかできない状況になっている中で、そのまま使えるような技術がないの

で、なかなか興味があっても手を出せないというような状況になっているということでござい

ます。 

 青い枠のところは、ちょっと別の畑の都市計画、復興計画づくりでの例を書いているんです

けれども、例えば①のところで、復興計画づくり、あるいは現地調査の取組の中で、最終的に

調査の対象になった53市町村にはそれぞれ市町村ごとに大学の先生、都県市のＯＢの方々、専

門家を決めて、助言、指導を仰いでいたので、成功した事例も多数出てきたというようなご披

露もいただきました。②のペアリング支援、これは資料２の５のところでも若干触れますけれ

ども、中央政府とまたちょっと離れたところで、１対１で支援をするような取組もなされたと。

あるいはコンサルタントの方々がそのカップリングに仲介をされたり、また先ほどの橋本さん

からお配りいただいた資料はこの４番の資料、補足的にお配りいただいたと思いますけれども、

復興まちづくり会社というものを政投銀のレポートの中で提案されていまして、それについて

ご紹介をいただいている資料が先ほどの資料になってございます。 

 この中から、右の①ですと専門家によるメンター制度、あるいは個別の技術だけではなくて、

ある程度技術をパッケージにしたり、あるいは第三者評価をしたような形で技術を提供する仕

組みをつくったり、あるいは③で、それぞれ成功した事例をまとめて資料としたり、あるいは

それの報告会をやったりという形で、展開していくのが１つの手立てではないかと思いまして、

この資料をまとめてございます。 

 ５ページに戻りまして、（３）の未確立の技術の体系化ということで書いてございます。こ

れについては、資料２の５、６ページ目をご覧ください。５ページ目は宮城県岩沼市の震災復

興計画という計画づくりの例になっているんですけれども、ペアリングの例ですが、うまくい

ったので、計画づくりは順調にいって防災集団移転事業も早期に着手することになったという

ことなんですけれども、この資料の下の箱のさらなる課題というところに３つ書いてございま

すけれども、ご紹介いただいた方から、やはり技術的に判断を行うような第三者の存在が必要、

もっとあったほうがよかったというお話、防災技術は防災技術として減災に取り組むような技

術、これをもっと充実、確立していくことが必要ではないかというお話があったり、また３つ

目のところでは、沿岸域のことですけれども、今までとはまたちょっと違ったニーズも出てき

ているので、そういったものも施策と統合することが必要ではないかというお話をいただいた

りしてございます。 

 また、この辺、６番のほうについては、こういったところが及ばないところ、気仙沼市では
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民間の有志の方が勉強会を立ち上げられて、いろいろな講師を招いて勉強して、対象は防潮堤

の高さが本当にこれでいいのか、ほかに方法がないのかというところも着眼点にご議論をされ

ていたようなんですけれども、勉強されて、市長さんとも意見交換されたり、このような取組、

ちょっと特殊な例だと思うんですけれどもやっていらっしゃるということでございまして、特

に岩沼の例の中にも出てきましたけれども、今まで余り着目されていなかった、あるいはまだ

まだ充実する必要があるところの技術の推進が必要ではないかという事例でございます。 

 ５ページ目の（４）の瓦れきの件で、瓦れきの処理につきましては、資料２の７ページのと

ころに瓦れき処理をやっていらっしゃる企業の方のご紹介をつけてございます。ご案内だと思

うんですけれども、瓦れきの運搬から選別、中間処理、焼却、搬出、一連の作業を請け負って、

プラントづくりから運営までやっていらっしゃるんですが、再来年の３月までに処分を完了さ

せるということで取り組まれてございます。 

 これに関しまして、１の資料の７ページ目にまとめているので、そちらのほうでご紹介した

いと思います。災害廃棄物（瓦れき）の効率的処理と云々と書いてございます。ここのほうに

つきましては、瓦れき処理については、軌道に乗って進められているということなんですけれ

ども、上の箱に書いてございますが再生資源として、丁寧に分別、洗浄なども進められている

と伺ってございます。もう一方で、こういったものを建設資材が逼迫している状況にあるので、

こんなものに使えないかという声も中にはございましたので、そんな点でこの資料をまとめて

いるんですけれども、右側に処理のイメージと書いてございますが、津波の堆積物等ですと、

鉄くずとか木くずをどけて、汚泥も分けて、残った砂とか砂利を非常にきれいにして分別して

またリサイクルされているという事例もございます。 

 矢印で、①、②、③と書いているところがございますけれども、①で書いています左のオレ

ンジ色の表ですけれども、瓦れき処理が進む一方で、建設資材、特に岩手、宮城では逼迫した

ような状況になってございまして、もう一方で、②の緑色の表を見ながら読んでいただければ

と思います。津波で上がってきた土砂は海中から上がってきているものもありますので、海水

の成分を含んだものになってございます。こういったものですと、下の表の右側のような環境

基準がある中で、これが陸上に上がると左のほうの土壌の汚染に関する環境基準で対応すると

いうことで、これに基づいて多分分別、洗浄が進められていると思うんですけれども、③のと

ころで、こういったもの、津波の減災機能を備えた盛り土機能、緑化のお話もありますので、

こういったところに使えるように、赤い枠で囲ったように、平時とは異なる基準の処理、復興

事業への利活用ができないかということでまとめております。 
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 ５ページに戻っていただいて、（５）でございます。これについては、資料２の８番のとこ

ろに新しい交通システムの社会実験ということでまとめてございます。岩手県の釜石市ではト

ヨタ自動車と協力して、オンデマンドバスの運行を始められていたり、あるいはご案内のよう

に、ＪＲの気仙沼線が不通になってございますけれども、ここでＢＲＴ、バスの高速輸送シス

テムの運行が今年８月から予約が始まったところです。ご紹介していただきましたのは、さら

なる課題という、８番の下のほうで書いてございますけれども、これは実現するまでに時間が

かかったのは、やはり鉄道が廃線になるのではないかという懸念をする方、それからとにかく

早く公共交通機関を確保してほしいという、こういった２つのお考えがなかなか１つにまとま

らずに、スタートが遅かったのではないかということで、こういったものが今後想定される震

災、また今回の震災の新しいところでも社会実験みたいな形で、余り事業の色がつかない形で

早期に立ち上げられると被災地の早期の立ち上がりに役に立つのではないかと。そんなことも

国の仕組みとして新しく、今の特区とは別の形で明示できればいいのではないかというご提案

をいただいたので、この５番目のところを掲げております。 

 最後、（６）のところですけれども、除染の話については、１番の資料の最後のページに参

考の（６）ということで、アクションプランのことをまとめたものをつけさせていただいてお

ります。除染のアクションプランについては、前回のときにもいろいろなものが輻輳している

のではないかというお話もありました。私どもとしては、ここに書いてございますように、下

の表の除染の促進という項目で、上から順番に道路、農地、森林、ここの除染はそれぞれ環境

省、農水省が。また、廃棄物の処理はまた環境省が。汚染機構の解明は文部科学省が、とそれ

ぞれ違ったものがまとめられてそれぞれの成果を最終的には環境省のガイドラインの上のほう

に書いてございますけれども、ここにまとめて進められていると理解していたものですから、

それぞれのまとめ方をされていますという、それぞれ体系的に進められているというご説明を

前回させていただいたところでございます。 

 除染については、ご紹介いただいた事例を２の資料にもつけてございますけれども、９ペー

ジです。放射線量を測定するに当たって、ＩＣＴを使ってホットスポットと言われるところを

効率的に探して出して除染を進められるようにという調査のシステムをご紹介いただいたもの

を９番目につけてございます。 

 最後になりますけれども、２番目の資料の10ページのところ、東北大学の８つのプロジェク

ト云々というのがございます。地元の東北大学で復興担当の方にお話を伺いまして、頂戴した

パンフレットを１ページ分つけてございますけれども、東北大学では左のほうにありますよう
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に、去年、東北大学災害復興新生研究機構というのをつくり、大きくは右側にございますよう

に８つのプロジェクトを進められているということで、取り組まれている事例を一覧にまとめ

られた冊子をつくってコンタクトしやすいようにまとめて取り組まれているというお話を頂戴

いたしました。 

 非常に駆け足でご説明をいたしましたけれども、今のことで一通り５ページ目の右側の赤い

枠の説明を終わらせていただきたいと思います。 

○井上座長 ありがとうございました。 

 それでは、議論の進め方の確認をさせていただきたいと思います。本日は、資料６－１－１、

ただいまご説明がございましたが、５ページ目の右端の赤い枠のＤ、見直し方針に掲げた６つ

の項目について、どのように年末にまとめていくかについてご議論いただきたいと思います。

必ずしも網羅的に拾い上げる必要はないととらえておりますが、特に、重要なものをまとめて

取り込んでいくことが重要であるということで認識をお願いしたいと思います。このために、

前回はアクションプラン作成の過程で浮かび上がった課題に対する意見を多数頂戴いたしまし

たが、これは改めて年末のこの見直し方針の結論が出た後にまた議論をさせていただきたいと

思っております。 

 まず、目指すべき社会の姿も被災地の早期の復興・再生に焦点を当てて進めていきたいと思

っております。なお、昨日、事務局と最終確認をさせていただきました。協議会のまとめ方と

して、数を絞り込んで提案することが適当と考えまして、１枚もののメモを追加、配布してご

ざいます。これは資料番号は特についていないものでございます。おおむね網羅できるように

つくってみたという次第でございます。背景とか問題意識は別途書き起こす必要がございます

が、骨格は２本に、仕組みの見直しと加速するための取組の推進といったようなもの、１番目

は仕組みの見直しを伴うもの。２番目は仕組みの見直しとまでは言える段階ではございません

が、取組を加速すべきものの２つにまとめてみてはどうかと考えております。これについても

最後にご議論いただきたいと考えております。 

 本日は、まず最初に全体に対する質問をお受けいたしたいと思います。その後、残り約１時

間少しを半分に分けて、前半に５ページ目の１から６につきそれぞれ順番にご意見を頂戴した

いと思います。後半に１枚目も含め全体的なご意見やまとめ方をご協議いただければと思いま

す。 

 それでは、まず全体に対する質問をお願いいたします。 

 特に全体を通して何かご意見はございますでしょうか。 
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 （意見無し。） 

 それでは、時間の制約もございますので、各項目での意見を聞きながら、全体を兼ねるよう

な形でご意見をいただければと思います。 

 まず、それでは最初に、命・健康を災害から守るという政策課題の達成のために、医療提供

体系の再構築を進めていくという政策を掲げて取り組む仕組みの見直しとして、１、ＩＣＴ技

術を活用した遠隔医療を取り上げることについて、このテーマの取り上げることの適切さ、取

り上げる場合にどのような施策、仕組みを見直すことが必要であるか等について、ご発言をい

ただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 富士通としてもＩＣＴ技術で今現在取り組まれつつあるとお聞きしておりますが、何かご意

見、ご発言等はございますか。 

○佐々木委員 フィジカル面での医療のケアとメンタル面での医療のケアと２つあるかと思い

ます。時間軸でどのくらいの期間、ケアし続ければいいのか等、ＩＣＴを使って緻密なかつ継

続的なケアをサポートできるようになってきています。また、今はＩＣＴがかなり進化してお

り、例えば大きな医療機器からモバイル的な医療機器まで出てきています。そうすると、例え

ば、医療機関が少ないところには機材を積んで可動式医療所を作って、医療所が移動しながら

患者さんをケアしていけるような仕組みづくりといったことができると思います。個人をどう

やって特定・して、ケアし続けていくのかということが課題になります。また、あるいはいざ

災害になったときに、そのご本人をケアするときの電子データがどこの医療機関でもアクセス

できるようにすれば、的確な処置・処理ができるだろうし、あとは医師が少ない場合には、た

とえ被災地にいなくても、速やかなケアができるようなＩＣＴの仕組みづくり等々を盛り込む

必要があると思います。そういうシステム的な利便性、活用性を考えた場合に、実際の法的な

規制やセキュリティの問題等、障壁となるような要因をきちんと見直す必要もあると思います。 

 弊社は、実際に現地でのケアの方々とお話ししながら、少しずつ実態に沿ったサポート体制

を進めているところです。ただ、もっと１社だけではなくて、いろいろな薬のケアやデリバリ

ーの仕組み等、ＩＣＴがサプライチェーンのマネジメントのところまで含めてケアできるよう

な仕組みづくりも必要ではないかと思います。 

○井上座長 ありがとうございます。 

○清水委員 私、少し提案させていただいたんですけれども、現場のいろいろな意見を聞いた

り、県の方々と議論をしていくと、いろいろ課題があるんですけれども、医療問題というのが

非常に喫緊の課題であるというお話をあっちこっちからお聞きいたします。ご承知のとおり、
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東北はもともと医師不足がひどくて、いろいろな問題を抱えていたんですけれども、それが今

回の災害によっていよいよ顕在化をしてきて、さらに酷さが加速されてきたということだと思

います。 

 例えば、岩手県では、現在、復旧、復興を完了した医療機関が、大体震災前の７割程度です。

薬局が８割程度なんですけれども、数字から見るとそこまで来ているのかなと思いますけれど

も、現場の方々の復興の意識調査をしますと、ともかく医療の充実、あるいは福祉の充実、社

会福祉施設の機能回復、これがほとんどの方が重要だと思っているんですけれども、これにつ

いて進捗しているという実感がわかないという方が半数以上おられます。そういった意味で、

非常に医療、あるいは介護、福祉に対して、とりわけ医療に対して非常にご不満を持っておら

れるということで、何らかの手を打たなければいけないとかねがね思っているわけでございま

す。 

 現実に、あっちこっちでいろいろなことが行われております。例えば、今年２月に岩手県は

保健医療福祉の復興の特区をとっていまして、内陸部の病院が沿岸部の患者の受け入れをする

とか、医師の確保の困難な病院の運営を支援するとか、あるいは薬局の整備をしていくとか。

そういった形での今までの基準と違う特区の中でやっておられるんですけれども、なかなか現

場の実感としては不安が増長されているという状況です。そういう中で、今、佐々木さんから

もありましたように、何らかの形で、例えば中核病院と地域の病院、あるいは地域の病院と診

療所、それから医療機関と福祉施設、そういったところの機能分担、連携を図りながらこの医

療の空白部分を埋められないか。これが結果的にＩＣＴの活用、あるいはコールセンターによ

る心のケアとつながってくるんですけれども、そういう中で、特にＩＣＴの活用についてはい

ろいろな議論がされているんですけれども、なかなか具体化しない。 

 現実に、例えば遠隔の放射線の画像の診断をするとか、遠隔地での病理の診断をする、健康

の管理をしていく、そういった具体的な項目がありまして、医者と医者との間、医者と患者の

間ということで、こういった遠隔医療の問題をＩＣＴの活用によって具体化していこうという

動きがございます。現実に、もう既に一部政府でも遠隔医療の実証事業実施、あるいは継続拡

大、さらに医師法の20条の解釈、通知の見直しの問題、そういった議論もされておりますし、

東北大学でもモバイル環境における医療情報通信システムに関するコンソーシアムができてい

まして、進んでおりますけれども、残念ながらまだまだ具体化が十分ではないという中で、早

急にこれを具体化していただきたいという声ありまして、何らかの形で、総合科学技術会議と

してもその加速のお手伝いをされたらよろしいのではないかと思うわけであります。 
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 これは実は東北だけの問題ではなくて、私は離島振興のお手伝いもしているんですが、あっ

ちこっちの離島ではもう既に大きな現実問題になっております。一昨日も長崎県の小値賀とい

う島に行ってきたんですが、医者が１人しかいなくて、いつやめるかわからない。そこに二千

数百人の住民が住んでいるんですが、一体どうしたらいいのか。佐世保に行こうと思っても、

海が荒れているときには行けない。というような状況の中で、何らかの形で遠隔医療、あるい

は別の形で。宮城県の方が保健婦、看護師をもうちょっと医療行為に活用できないのかという

ご提案もございました。そのようなことも含めて、是非加速できるような仕組みをお願いした

いというのが私の提案趣旨です。 

○井上座長 厚生労働省からも出席していただいていると思いますが、何か提案、ご意見等は

ございますでしょうか。 

○厚生労働省（福島） まず、遠隔医療に関しましては、既に今年度予算でも補助金等をつけ

ておりますし、これまでも遠隔医療に関しましては通知を出して、その促進を図ってきている

ところでございます。それから、看護師、あるいは保健師等の活用に関しましても、これは被

災地だけではない話の議論も、これまでそういうご意見もあるということは承知しております。 

 もともと東北地方は医療過疎というのは先ほどご指摘のとおりでございますけれども、それ

も含めて、医政局を中心に、これまでも議論を進めてきておりますので、引き続き私どものほ

うでも今日のご議論もお伝えをした中で、またどういう対応ができるかというのは、それぞれ

従来の枠組みもございますし、資格制度との関係もございますので、そこについては引き続き

検討させていただきたいと思います。 

○井上座長 ありがとうございます。 

 ＩＣＴに関係して、総務省関係からご出席いただいているかと思いますが。何かご発言、提

案、ご意見等はございますでしょうか。 

○総務省（田中） 医療の関係ということですよね。これまでもＩＣＴを活用した遠隔医療の

関係につきましては、厚生労働省ともいろいろなプロジェクトを組んで、実際のユースケース

を幾つか研究してきているという中で、どうしても医療行為というところで、どういうことが

見直しできるのかということは、厚生労働省ともいろいろ検討させていただいているという状

況です。 

○井上座長 ありがとうございます。この件に関しまして、何かほかに、先生方よろしいでし

ょうか。 

 それでは、各項目が約８分というふうに事務局から、必ずしもそれに従う必要はないんです
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が、２時間ということですので、次に２番目の技術シーズと復興ニーズのマッチングを促進さ

せるマネジメントと成功事例を広める仕組みづくりについて、ご意見をお願いしたいと思いま

す。これに関しまして、いろいろこれまで活発に取り組んできておられます石川委員、ご発言

いただければと思います。 

○石川委員 私は、これは、雇用に関しては違います。 

○井上座長 そうですか、ごめんなさい。 

 どうぞ。 

○堀委員 経済関係のことでしか発言は貢献できないという前提でお話をしたいと思います。

マッチングとペアリングという言葉があったと思うんですが、その場合に重要なことは誰が行

うかということで、起業家、経営者が重要かと思っています。役職であっても組織であっても、

誰がやるかということ、つまり能力と意欲があるかどうかが重要になってくると思っています。

その部分が良い形で入るといいなと思っています。 

 具体的事例で言うと、事例の２番の施設園芸栽培の省力化、このＧＲＡというのは、グロー

ビスＭＢＡの卒業生の方がつくったんです。その人が必要な技術シーズを持ってきて、復興ニ

ーズを見極めて、組織をつくって、補助金をもらって、進んでいくという形です。人に焦点を

当てて、人材育成というものが入ってもいいのではないかと思っています。 

 その際に、どういうふうにすればいいかという提案をすると、「起業家」と「経営者」とい

う言葉をあえて使っていただきたいと思っています。あるいは「ベンチャー」とか、そういう

言葉をあえて使っていただいて、その人たちの育成をしなければならない。私が東北に行って

びっくりしたことは、東北地方にはＭＢＡ、リーダー育成、経営者の育成の大学院がないんで

す。そこで、グロービスを今年つくったわけですが、そういったリーダー育成、経営者育成と

いうものが必要になってきています。そうやって育った人々がマッチング、ペアリングして、

それをもとに動かしていくという、そういった構図が僕はすごく重要ではないかと思っていま

す。そういったリーダーとか経営者の育成ということがまずは１番目です。 

 ２つ目がそういった場の提供と言いますか、マッチングとかペアリングの場の提供をしてい

くということが２番目になってきます。最後は、そこにお金の提供が入ってくるんですが、お

金というものがこれは必ずしも政府に頼るわけではないんです。１つの事例として申し上げる

と、ドイツのダイムラー社さんが２億円寄付してくれたんです。グロービスの大学院に対して、

２億円のうちの１億1,000万円は奨学金として支給されてきますが、9,000万円は被災３県に対

して、そこで事業を行う人たちにマックス500万円ずつ寄付していくという方法論で、事業を
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起こそうという人たちの背中を押すということをやっていくんです。これによって、人の育成

と同時に、場の育成というか、場を創った人たちがニーズとシーズを見極めて、さらに新しい

場に参加して、その中で事業提案をして、そこにお金が、これは必ずしも政府の資金ではなく

て、そして多くのお金が返ってくるような形にしていくべきだと思うんです。成功事例を広め

る仕組みづくりというのは、成功した人を褒め称えると言いますか、あるいは企業を称賛する

ことが一番です。そうすることによって多くの人たちがまた入ってくると思いますし、そうい

った事例を多くの人が学ぶと、またさらに自分がやってみようという気持ちになってくるので

す。そういった形で「人」というものにもう少し焦点を当てて、彼らの意欲と能力がもっと高

まるような仕組みを作り、そこにマッチング、ペアリングの場を提供し、そこにお金も入って

くるような、そういったまとめ方をするといいのではないかと思った次第でございます。 

○井上座長 ありがとうございます。 

○生源寺委員 私も経済に近い分野でありますので、少し発言させていただきたいと思います。 

 今のご発言の前提となっている資料の６－１－２の２ページ目の山元、亘理のイチゴ、大変

優れた取組だと思っておりまして、ここに書かれていること自体、私もある程度承知している

んですけれども、恐らくこういった取組がもう少し広がっていくということを期待するとすれ

ば、当然のことなんですけれども、技術面でのサポートないしは情報の提供ということと、も

う１つやはり今のお話と重なりますけれども、経営の面についてのサポートの両面が必要で、

これはかなり切り分けて議論しつつ、しかし実際にはこれを統合するということが必要である

と。「いろは」みたいなお話をしているんですけれども、改めて強調しておきたいと思います。 

 技術の場合、植物工場でも太陽光利用型ということですから、完全に閉鎖型ではないにして

も、比較的地域を選ばないというか、技術としては亘理で行われたことが別のところでも行う

ことができるという面があり、露地の土地利用型農業ということであれば、天候次第、その条

件次第でやれること、やれないこともはっきりしていますけれども、そういう意味では応用可

能なものということがあるかと思います。ですから、技術の性格も地域の条件とかなりすり合

わせなければできないものと、比較的応用可能なものがある。例えば、こういったようなこと

を押さえた上で、復旧なりということが必要がと思います。 

 もう１つの経営のほうは、基本的に私は２つのことかなと思っております。実は、ここに民

間企業の参画されているところのリストがあるんですけれども、いずれもある意味、資材を供

給する側の企業リストということになっていまして、もう１つやはり、できたものを販売する

といいますか、川下側といいますか、食品の産業、製造業、外食、あるいは例えば生活協同組
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合なども事業体でもありますけれども、地域貢献という意味では問題意識が非常に高い組織で

すので、例えばそういったところも含めて、川下の領域とのつながりをどうつくっていくかと

いうことが１つあるかと思います。 

 もう１つは、これに限らないんですけれども、農業経営のスタイル、システムがここのとこ

ろ随分変わってきているという面があります。特に、先進的な意味ではですね。伝統的には農

業というのは家族経営だと、夫婦、親子でやるということが普通だったんですけれども、今や

その作業のユニットを幾つもカバーするような法人の経営がごく普通になってきておりますし、

これはリスクの分散なり販路の確保ということについて非常に重要なことなんですけれども、

そういった農場を例えば群馬県に持っているけれども、同時に静岡県に持っているという形で、

幾つかの農場を全体としてカバーするような農業経営が出てきているわけです。 

 例えばそういう経営のモデルみたいなものをこういった新しい技術とうまく組み合わせると

いうようなことを情報としてご提供するとか、そういったようなことも必要かなと、そんな気

がいたします。ちょっと個別的な話になりましたけれども。 

○井上座長 ありがとうございます。山元町、亘理町の成功事例をご紹介いただきました。 

 防災の関係で現地に今、足を運ばれる機会が多い、多々納委員、何かご発言はございますで

しょうか。よろしいですか。 

 どうぞ。 

○田代委員 復興のニーズというものですけれども、ここに例が出ているのは農業に関連する

ものですが、東北には水産、漁業とか製造業もあります。このようなもともと東北にあった産

業に対してどうやっていくんだということと、復興していくときに、どのような新しい形の産

業がより有効になるんだとか、そういう考え方も復興ニーズの中に入れていく必要があるよう

に思います。それぞれに技術のマッチングというか、そういうことを考えていくような、もう

少し体系的な見直しもやったほうが、雇用とかに対しても非常に有効になるんじゃないかなと

いう気がします。私は経済の専門家ではありませんけれども、そういう気がいたしました。 

○井上座長 ほかに。 

○山田委員 このシーズとニーズのマッチング、これは大変重要な概念で、どうやってやるの

かということが非常に重要だと思います。私は現地に復興テクノロジーオフィス、あるいはデ

スクでもいいんですけれども、そういった組織を置いて、そこをハブにしてマッチングをして

いくというようなことができないかと思っています。 

 最近、東京電力さんは福島に復興本社を設けるという話もありまして、やはり現地で具体的
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なものを見て、その中で考えたり行動していくという、そういう形がどうしても必須ではない

かと思いました。 

 堀さんがおっしゃられたように、そこには起業家的な人も必要でしょうし、あるいは技術の

目利きのできる人、あるいは評価のできる人、あるいはそういうプロモーションができる人、

そういう人が必要でしょうけれども、もう１つやはり行政の人もそういった中にいてもいいと

思いました。というのは、これは石川先生がご専門ですが、行政組織間のペアリングが有効な

ように、行政の手法の理解が必要です。民間の人だけではなくて、行政的な手法に落とせる人、

現地側ではそういった人は、大変忙しいわけですから、被災地以外の行政の方々にも是非参加

してもらい、行政的な手法に落とし込まなければいけないと思います。特にまちづくりなどは

そうだと思います。そういうことを考えると、技術のわかる人であったり、あるいは起業家、

あるいは行政の手腕を持っておられる方というような組み合わせで、現地でのマッチングなり、

プロジェクトを作っていくような仕組み、組織を是非置いてはどうかと思います。 

○井上座長 この意見とも関係して復興庁から来られている、ご意見いただければと思います。

何かこれに関してご発言はございますでしょうか。行政、あるいは自治体企業との連携等にお

いて、何か復興庁として取り組んでおられることがあれば。 

○復興庁（寺門） 途中から参加いたしまして申し訳ございません。復興庁の寺門と申します。

山田先生のお話にございましたとおり、復興庁、被災３県に復興局を置きまして、地元の方々

のニーズ等を踏まえながら、様々な企業とも連携して復興を進めているところでございます。

科学技術を活用した復興・再生ということについても、地場の産業等々、様々な取組が行われ

ていますけれども、この協議会のご審議を踏まえまして、またさらに充実を図ってまいりたい

と考えております。 

○井上座長 ありがとうございました。 

○清水委員 政策投資銀行の橋本さんがおられないので、彼といつも議論をしている中身をち

ょっとお話ししたいんですが、昨年12月に政策投資銀行さんと価値総合研究所さんが共同提言

されているんです。それは東北大学が持っている技術を活かした産業創出についての７つの提

案ということなんです。東北大学は総長さんがおられますが、たくさん技術を持っておられて、

それがうまい形でマッチングされていけば、雇用の創出、あるいは復興・再生に役立つのでは

ないかというご提言があるんです。 

 その中に、再生可能エネルギーとか分散型の電源、電子カルテ、先ほどの遠隔医療、介護、

福祉ロボット、それから都市鉱山、それから微小電解システム、そういった東北大学が持って
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おられるこの技術をうまい形で活かして産業創出ができないか。それで、これらのことにつき

まして、各業界がどういう現状で、どういう課題を抱えているか。この課題に対して、東北大

学が保有する技術、これをうまくマッチングされれば、こういう成果が出てくるのではないか

というご提言をされているんです。 

 私はこれをずっと見ていまして、福島県でもまさにこういったことをやっていかなければい

けませんわな、という話をするんですが、そうですねで全然進まないんですけれども、ここで

も最後に提言で、そういった可能性はたくさんあるけれども、足りないものは個々の知的資産

を一定規模以上の事業に結びつけることができるプロセスコントローラーである。プロセスコ

ントローラーを見つけ出すのが次の課題であるというふうに終わっているんです。 

 多分、先ほど皆さん方がおっしゃったようないろいろな場の問題、あるいは全体的なコーデ

ィネーターの問題、あるいは資金的な問題、そういったものも含めて、やはりどこかでこうい

ったものを具体化できるようにされたらいいのではないかと思うんですが、せっかくいい提言

がもったいないと思うんですけれども。 

○井上座長 ありがとうございました。 

 手短にすみません。 

○多々納委員 では、簡単に。被災地って、ここの被災地ではないですが、昔入った被災地の

中でいろいろなことをやっていた中でのことですが、非常に単純なことでも、新しいことに踏

み出すのは皆さん躊躇されます。何を申し上げたいかというと、リスクがただでさえとりにく

い状況になっている方に対して、リスクをとれということになっているんですね。そこの中で、

だからせめてこの技術はいいんです、うまくいくんです。もし仮に今度失敗したとしても、何

かこういうバックアップなりセーフティネットがあります、何かそんなものが本当はないと踏

み出せないという、そういうことではないかな。今、プロセスというお話がありましたけれど

も、何らかのそういったものがないと新しい技術、マッチングってもちろんそうなんですけど、

もう１つにはそういうような仕組みがこの手のところには必要なのかなと思ったりします。 

 以上です。 

○井上座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、次に３番目の未確立の技術の体系化についてに移ります。 

 これにつきまして、今村先生、何かご発言ございますでしょうか。 

○今村委員 ありがとうございます。 

 実は先ほどのニーズのマッチングと重なるところもありますけれども、やはりある技術に対
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してどのように課題が解決できるのか、それをどういうふうに実施するのか、我々も大きな課

題だと思っております。 

 そこで、先ほどの資料６－２－２の最後にございます東北大学の８つのプロジェクトと復興

アクション100＋を改めて見ていただきたいと思います。 

 先ほど清水副座長からご紹介いただきましたが、我々は様々な技術の提案や検討がございま

して、プロジェクト１～６というのは、まさにその代表格でございます。プロジェクト１が安

全に関する技術、２が医療でございまして、遠隔等も、クラウドも含めてメディカルメガバン

クで実施しております。３番がエネルギーであり４番が情報であり、５番が水産、６番の除染

もございます。 

 この６までであれば、従来の技術提供だけでございますが、プロジェクト７を見ていただき

たいと思います。これは「地域産業復興支援プロジェクト」という名前でございまして、これ

がまさに起業家または経営者の育成のプロジェクトになっております。これは経済学研究科が

全力を挙げてやっているものでございまして、いわゆるノウハウだけではなくて企業家のマイ

ンドも育成しようということで今実施しているところでございます。それを踏まえてプロジェ

クト８は産官学の連携をやろうというところでございます。改めて我々はその技術をバックに、

いかに連携し実施できるかをこのような形に組み込ませていただいております。 

 100＋というのは、実は個々の技術を100以上提言しておりまして、是非関心のある分野で見

ていただきますと、そのマッチングに対応できるのではないかなと思っております。 

 もう１つだけ述べさせていただきますと、我々の研究所の中では、支援学という新たな学問

体系も構築を目指しております。いわゆる震災直後のニーズとサプライのマッチングできない

状況をいかに解決するのか、また現在、復興になっておりまして、現在の状況を打破するかと

いうところでございます。 

 ポイントとしましては、震災後にニーズを把握するのは、やはり非常に難しい。ベースは、

震災前の日常の我々の生活とか、我々の活動にある。そこにある災害が来ますので、どういう

人が、どういう活動をしているのか、それを事前にベースにハザード情報を入れれば、たとえ

現場からニーズが出なくても、ある程度の推定はできるのではないのか、ここに注目しており

ます。また、具体的に支援をできないと問題でありますので、数理モデルを使いながら被災地

への様々な物資の提供というのを意思決定支援モデルという形で今考えているというところで

ございます。長くなりましたが。 

○井上座長 どうもありがとうございます。はい、どうぞ。 
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○石川委員 先ほど私はここに関していろいろ意見を申し上げておりますので、例えばでござ

いますが、減災技術と復興まちづくりに関する技術、この２点に関して申し上げたいと思いま

す。 

 データとしまして、阪神・淡路は全壊家屋が10万戸、東日本は13万戸、戸数としてはオーダ

ーはほぼ同じでごさいますけれども、復興まちづくり、阪神・淡路は20カ所の土地区画整理、

東日本大震災は435です。つまり建物被害に関しましては、オーダーではそれほど変わりませ

んのに、まちづくりの箇所がとにかく20倍以上である。この現実というものを見て、まちづく

りの技術開発というものを早急に立ち上げなければいけないというのが、私がこの場で申し上

げたい最大のポイントでございます。 

 ご承知のように、435のプロジェクトのうち275が防災集団移転促進事業でございます。これ

に関しましては、着工しているところはまだほんのわずかです。その数少ないところを私担当

しておりますが、そこでは、いわゆる復興まちづくりに関する技術的なサポートなり体制とい

うものがほとんどないということで非常に足踏みをしている。スマートグリッドとか、とにか

く氾濫しているわけです、これが望ましいという技術は。しかし、実際のまちづくりの事業の

中で、それをどのようにして着地させて、誰が、どのように、そこが全く見えないわけです。

私は被災者の方の一日も早い生活の安定ということを考えますと、この435に及ぶ膨大な数の、

しかも、一つ一つは小さい、それが阪神・淡路のように経済効率で投下をして、何かリターン

があるというのは、そういうものではないわけです。全く違う文脈の中で435に及ぶ、まだほ

とんど動いていない復興まちづくりに対して、どのような技術支援を行うかというのは、早急

に衆知を集めて考えなければならない技術的課題であるというふうに思います。それが第１点。 

 第２点は減災でございます、減災技術。これは、今回復興に関しまして、防潮堤ではもう防

ぎ切れないということで、防災から減災へということで明確な方針転換をしたわけでございま

す。にもかかわらず、減災に関する技術基準というものがいまだにございません。したがいま

して、私どもは、瓦れきで防潮林を少し起伏をつけるとか、いろいろな提案をしておりますが、

11月現在、私どもが現地で提案してきたものは、減災に対する技術基準がないということで、

防災に関しては全てお金がついております。堤防をどうするとか、それから国有林をどうする

とか。しかし、減災というのは基準がないということで、まだ認められておりません。つまり

予算がついていないということです。足踏み状態です。早急に減災に関する技術基準というも

のを、省庁間の壁を取り払ってお考えいただいて、これは具体的には堤防、国有林、農地、河

川、全てです。そういったものの複合的な形で減災というものはかなりケース・バイ・ケース
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で出るわけですから、大変難しいとは思いますけれども、それほどリアス式、それから沖積平

野、たくさん事例があるわけではございませんので、早急に減災技術とは何かということに関

しまして立ち上げていただいて、復興予算をそこにつけていただきたい。でないと、このまま

減災ということを目標にしても一向に進まないという事態がございます。 

 以上２点です。 

○井上座長 どうもありがとうございました。 

○児玉委員 未確立の技術というか、別の言葉では、「適切な技術が確立されていない」とい

う言葉がありますけれども、そういうものについてスピーディな復興、再生という観点から、

自前主義を捨てて、例えば海外にそういう適切な事業があったら、海外技術の活用も考えると

いうことを施策に含めるべきだと思います。その場合は、やはり日本としてコアとして残して

おくべき技術、あるいは日本としてこだわる技術を持っていくべきコア技術と、もう外から持

ってきてやればいい技術というのは峻別してやるべきだとは思いますけれども、そういうこと

も考えてスピード第一でやっていくべきではないかと思います。 

 以上です。 

○井上座長 ありがとうございます。清水先生から一言ございますか。 

○清水副座長 特に宮城県だとか各県の担当の部長さんからかなり強く言われたんですけれど

も、特に震災直後の数週間、あるいはしばらくの間の対応、これについてのいわば知見、ノウ

ハウといいますか、それが全く集積されていないというお話がございまして、緊急にロジステ

ィクスをどうするんだとか、あるいはもうエネルギーがないんだけれども、少なくとも１週間

ぐらいエネルギーをどこかで支えられるような形の技術がないものか、もちろん通信環境の問

題、これはかねてから出ています。あるいは先ほど言いましたように、医者がいなくなったと

きに、保健師、看護師なんかを活用できないのかどうか。あるいは避難所の設備基準ですね、

避難所にエコノミー症候群の話があちこち出てきているんですが、畳を敷いただけでそういっ

たものが解決できる。ところが、畳を敷くというものがもともとの基準にないし、そういった

知見がないものですから、エコノミー症候群になってからいろいろなことをやり出す。あるい

はまた仮設住宅です。仮設住宅の基準、こういったものも含めて知見がたまっていない。こう

いったものをたまっていないので、行政も全くその場の対応をいろいろせざるを得ないという

ような形で、何らかの形で震災直後数週間でも１カ月でも、その辺のノウハウといいますか、

そんなものをしっかり集大成して後世に残していくという意味での、先ほど今村先生が言った

ような復旧の支援学といいますか、多分そんなことだろうと思うんですけれども、その確立を
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是非やってほしいということを強く言われましたのでご紹介しておきたいと思います。 

○井上座長 どうもありがとうございます。 

 それでは、次に４番目に移ります。瓦れき処理推進と復旧工事への有効活用の両立について

ということでございます。ご意見をお願いいたします。 

 これは、まず田代委員、何か。 

○田代委員 私は直接土木関係で復興・復旧にいろいろ関わっています。この緊急時というか、

こういう状態の時に、一方では材料が足りないと言っているのに、一方では瓦れきを処理する

のに苦労している。瓦礫を資材として有効活用しようともしていますが、ある程度の妥当性が

考えられても実験してみないとわからないとか、何してみないとわからないと言われがちです。

私は、さっき石川先生が減災の話をされましたけれども、減災だって、今まで経験のないもの

をこれからやるわけですから、やはりそれはある程度の安心感とか、ある程度の理論づけがで

きれば、少し実際つくってみるというようなことをやらないと、行動を起こさないと、幾ら考

えてもだめだと思います。減災技術なんていうのは新しく出てきたわけですから、誰もすべて

わかるわけではない。 

 こういう瓦れき処理の話だって、いろいろと実験をするなんて言ってそれを待っていると間

に合わずどうにもなりません。やはり誰かがリーダーシップをとって決めていただけるという、

そういう仕組みが本当に重要な状態ではないかなと思っています。これから新しくつくるもの

に関しては、旧来のもので幾らやろうとしても無理だと思いますので、そこは誰か全体として

決断していただくというのが非常に大事ではないかなと思います。 

○井上座長 ありがとうございます。この瓦れき処分等は、環境省所管だと思われますが、環

境省からご発言いただけますでしょうか。 

○環境省（代理：若林） 環境省です。瓦れき処理については、これまで焼却処分やリサイク

ルの遅れている分に対して、具体的には、岩手県では焼却仮設炉の追加設置を、宮城県では分

別ラインの追加設置など技術的な側面で追加措置をしています。 

 また、阪神大震災のときは、瓦れきのリサイクル率は約50％でしたが、今回は、一般に色物

と呼ばれているタイルや瓦についても再利用を図るといった対応をしているので、リサイクル

率は、かなり高くなるものと期待しています。 

○井上座長 どうもありがとうございます。はい、どうぞ。 

○石川委員 先ほどのと関連するわけでございますが、減災効果を有する海岸林にコンクリー

ト、それから黒松等、そういったものを是非使わせていただきたいということで、この間随分
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努力をしておりますが、まだ実現に至っておりません。これは、今、田代委員からもございま

したように、技術、やはりやってみるということが大事であろう。現地で破砕して細かくすれ

ば、陥没とか、割に簡単な技術だと思うんですが、どうしても環境省のほうからご同意をいた

だけないような状況が続いているというふうに思います。ですから、これに関しましては早急

に何らかの新しい形で踏み出すべきだというふうに思います。 

 大変恐縮なんですが、海岸エリアですね、所管がいろいろございます。国有林には国有林の

やり方がございますので、瓦れきはお使いにならない。それから、均一に盛り土をいたします

ので、山などはつくらない。ですから、非常にできない。そのほかに民地があります。これは

払い下げによりまして、戦後のパイロット農業の事業とかということで、民有地はたくさんご

ざいます。そういうところは今方法がないわけです。ですから、土地の取得も含めて瓦れきを

そういったところで活用する。つまりあるようで場所がないわけです、瓦れきを活用して新た

な減災を行う民有地と国有林がモザイク状に入り乱れているのが現実の状況でございますから、

実際の減災に当たっては、これが民地だから、これが国有林だからというわけにはいきません。

やはり土地所有を超えてしっかりとしたものをつくらなければいけないということで、現状は

国有林に関してできませんので、是非民有地を考えていただいて、この技術を現地で実際に活

用できる、そういう道筋を開いていただきたいというふうに思います。 

○井上座長 もう一方、国交省等から建設資材の逼迫状況だとか、瓦れきの利用等に対しまし

て何かコメントいただければと思いますが。 

○国土交通省（村西） 本日、関連するデータを持ち合わせておりませんが、関係省庁と連携

をとりながら対処していきたいと思っております。 

○井上座長 ほかに何かご意見ございますでしょうか。 

 海水から上がってきたものと、実際の陸上のということでいろいろ基準等もかなり違うよう

ですし、そのあたりの問題もかなりレベルが違っているという問題があるようですので、この

あたりも国の政策とも非常に絡む問題だと思います。 

 ほかに何かよろしいでしょうか。 

 それでは、次に５番目にまいります。大規模災害復興期の社会実装実験システムの常備につ

いてということでございます。ご発言いただければと思います。 

○堀委員 この部分の有用性の見込まれる技術はまずは試してみるということが大事ですし、

思うように応用が進まないのには、そもそも技術が良くないのか、何かが足りないのか、整理

されていないのか、あるいは技術を活かす人がいないのか―といういろいろなポイントがある
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と思うんです。どうしても技術の部分が脚光を浴びるのですが、日本の産業を見ていると、技

術では勝っていても経営で負けてしまうというケースも結構ありますので、技術をもっと活か

すといった文脈での人の重要性というものに目を向けるべきだと思います。人の育成であった

りとか、技術を活かす人のネットワーク化だったりとか・・・。今はノウハウよりノウフー、

誰がやれるのか、ということのほうが重要な場合もありますので、そういったことの観点もあ

ってもいいと思います。先ほど支援学とか、あるいはプロセスコントローラーというお話があ

りましたが、そういった支援をする人とかプロセスをつくる人もいいんですが、やはり「実際

に動かす人」の部分の視点があってもいいかなと思っています。今日のメンバーの皆さんは、

いわゆる知識人の方が多いのですが、もっと実際の現場で復興に携わった人に入ってもらうと、

おそらくまた違った視点が入ってくるのではないかなというふうに思った次第でございます。

そういった意味で、人の面の育成とか、あるいは実際に動かす人というものを考慮すれば、お

そらく石川委員がおっしゃった問題点も人が動かしていくので、人の育成という観点が入ると

いいのではないかと思った次第です。 

○井上座長 ありがとうございました。 

 ほかに何か。はい、どうぞよろしくお願いします。 

○相田委員 頭のところについて、旧に復するか否かにとらわれずというのがいい表現かどう

かということでもって、前のとおりになるのがベストと思っている人は多分いないわけで、前

よりいいものができれば、それに超した事がないという訳ですけれども、やはり当然トレード

オフというんでしょうか、あっちがよければこっちがということで、そういういいと思ってや

ったことで何かマイナスの面が出るということのリスク、それから誰がやるにしても、必ず何

かやろうと思ったらコストがかかるということで、それをちゃんとどこが面倒を見るかという

ことで、日本は一般的になかなかベンチャー企業がうまく育たないというあたりも、結局ベン

チャーをつくる人が、コストとリスクと全部背負ってやらないとだめというので、ベンチャー

キャピタルからお金をもらってベンチャー企業を立ち上げて、だめになったら、それで閉じて

次のを試せるという、やはりそういうアメリカなんかのあれと、やはりそこがあるわけで、こ

ういう復興についても、こういう新しい技術を試してみるときの、さっきから出ている話です

けれども、コストとリスクを誰がうまくそれを背負ってあげるかと、そういうところがかなり

重要なのではないかなと思います。 

○井上座長 ありがとうございます。どうぞ、ご意見。 

○多々納委員 さっきの点は同じことを申し上げたんですが、もう１つ、石川先生がおっしゃ
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った件で少しだけ関連して申し上げますと、通常設計するときに、外力というのを先に与えち

ゃうんですね。外力を先に与えて、そこまで守れるということがクリアして初めてでき上がり

というのが通常の設計の仕方だと思うんです。ところが、減災とかそのほかのところで出てい

るのは、超過外力があったときにどれだけ機能しますかということを求めるので、したがって、

そこについてどれだけ保障できるという人は誰もいないというのが、今の皆さんの言い分だと

思うんです。しかし、そんなものは世の中にいっぱいあって、それの効果というのもいろいろ

見られるんですよ。そういうものはたくさんあるんですね。だから、そこの中で技術基準が確

立云々という議論がありますが、これはある程度政治なのかわからないけれども、割り切りが

なければできない世界だと思うんです。要するに、信頼度が100％いくまで待ってから今の話

をやりましょう。例えば50％の信頼性が５割はもつような堤防ができました、上を越流しても

といっても、では、それが本当に５割ですか、保障できるかと、そんないつまでたってもでき

ないと思うんです。そうではなくて、多分そこについてどの程度までできたらよしとするか、

そういう仕組みをむしろつくらないと、いつまでたってもこれは進まない。 

 ここについてはいろいろな意見があると思うんですが、もう１つは、管理の体制の問題がや

はりあって、安全の管理者っていないんですよ、地域の中での。いえば、１つずつの施設につ

いての責任を持っておられる方があったり、権限を持っておられる方がおられますけれども、

地域全体としてそこのまちの安全は誰が責任を持っているかわからないんです。言い方を変え

ると、そこについての全体のコーディネーションをするような、あるいはそこについて、こう

いうレベルでとりあえず合わせればいいですよねということを決めていけるような仕組みがな

いと、やはり今の減災の議論というのは進みにくいですし、この大規模実験のところも多少そ

ういうところが絡んでいると思うので申し上げるんですけれども、やはり今までと少し発想転

換したそういう意思決定の仕組みづくりみたいなものが背後には必要だと思います。 

○井上座長 どうもありがとうございます。はい、どうぞ。 

○田代委員 今のお話なんかがまさに新しい科学技術というか、技術的な考え方の非常に大事

な減災とかエネルギーの問題などに当てはまると思います。今までの科学技術では明確に意識

されなかったキーワードを取り入れた新しい科学技術というものが必要になってくるのではな

いかと思っています。そういう意味では、今の減災の考え方に対する技術と、それからスピー

ドに対する技術というのは非常に重要な要素になってくるのではないかと思っています。 

○井上座長 どうもありがとうございます。はい、どうぞ。 

○松八重委員 復興にかかわる社会システム、あるいは都市設計という話にかかわるところな
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んですけれども、私自身、現在、仙台市の環境アセスの委員なんかをやっておりまして、新し

く宅地造成なんかをやるときには、必ず環境アセスを通らなくちゃいけないので、そんなお話、

いろいろとご提案がある中の審議を行っているんですが、環境アセスなので、環境というふう

な視点で意見を申し上げるんですけれども、都市づくりをする際にどういうふうな構造で森林

を残すとか、あるいは道路を設計するのかというふうな話、環境の視点はともかくとしても、

やはり安全の面からそれを考える必要もあって、ちょうど新しい交通システムの社会実験とい

う話があったものですから、例えばこういうふうなオンデマンドバスを導入しようなんという

話があった場合には、早くにこういうふうな事例があるんだよということを教えていただけれ

ば、そういうふうな道路ですとかインフラを想定したまちづくりというのがあると思うんです

けれども、現状ではそういう情報が、多分市町村レベルですとまだ共有できていない段階だと

思うんです。 

 ちょうどこの話と絡むかどうかわからないのですが、先々週ぐらいに東北地方の各市町村レ

ベルの担当者がいらっしゃるようなシンポジウムがあったので、そこでご担当の方とお話をし

た際に、「実際、いろいろな補助金のシステムですとか、いろいろ後押しをしてくださる方は

いるんですけれども、余り大きなことは言えないんですけれども」と言いながらも、やはり自

治体として実際技術を導入するときに、何を今どこまでやればいいのか、その辺の、どこまで

やっていいのかわからない。やれ、やれと後押しはしてくださるんですけれども、実際問題や

ったときに、いや、そこまでやらなくてもよかったみたいなことを後ではしごを外されるのは

やはり困るわけで、その辺のところの明確なレベルといいますか、そういうふうな実務レベル

のレベルを教えてほしいというふうな話がありまして、なので、こういった社会実験なんかも

非常に重要な取組だと思いますし、それを導入したいというふうな意思は恐らく地元にはある

と思うんですけれども、早目に１段高いレベルで、こういったものまでは導入してよしではな

いですが、何かしらその枠組みといいますかルールというものを示していただくことが重要な

のかなというふうに思っております。 

○井上座長 どうもありがとうございます。 

 ただいま発言でデマンドバス等がございましたが、ＢＲＴだとかオンデマンドバスの試行を

されておりますが、このあたりで先ほどのご意見と関係するようなコメントを復興庁からいた

だければと思いますが。 

○復興庁（寺門） ＢＲＴにつきまして、６－１－２の資料の８に記載されてございますけれ

ども、基本的には今、各委員の先生からございましたとおり、やはり生活基盤の中でも重要な
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社会インフラである運輸基盤につきましては、大変地元の自治体からも強いご希望がございま

して、こういった取組が進められてございます。ただ、初めに復旧ありきということではござ

いませんけれども、今、委員の先生方からございましたとおり、復興局等を通じまして自治体

との連携を図っていきたいというふうに今ご意見を拝聴して感じた次第でございます。 

○多々納委員 ここの言葉に込められた意味で１つだけ多分忘れちゃいけないなと思ったのは、

事前復興ということではないかなと思ったんです。要するに、災害が起きた後でどういう次の

復興をするか、事前に用意しておかなきゃいけないという議論が今たくさんありますが、そう

いったものを具体化しようとすれば、これとこれについては何かやるプランを持っていますと

いう状況をつくっておきましょうというご提案にも読めると思うんです。社会実験システムの

常備と書いてあるので、そういうふうにも見られるかなと思って見ました。そうやって思うと、

いろいろなものが、やっておくべきものというのがあるような気もいたしますので、特に公共

交通機関等が仮に影響を受けたときどうするか、こういうプランをつくっておくことは非常に

重要だと思います。すみません、それだけです。 

○井上座長 よろしいでしょうか。 

 では、どうもありがとうございます。 

 それでは、次に６番目、最後のですが、除染関係の技術開発の推進や検討成果の利活用など

についてということですが、これは６日ですか、一昨日、除染等に関する関係閣僚会議が開催

され、政府の方針や各省の連携の確認がなされたとのことでございますが、これらも踏まえて

ご発言いただければと思いますが。 

 これは除染等に関して包括的には環境省が担当されているかと思いますが、何かお考え等お

聞かせいただければと思いますが。 

○環境省（代理：若林） 本日関連資料を持ち合わせていないため、発言を控えさせていただ

きます。 

○井上座長 そうですか。 

 ほかの何か。これは今村先生のところでは直接、研究所ではちょっと別で行われているとい

う位置づけですよね。 

○今村委員 ただし、担当の石井教授から伺ったところですと、やはり除染の場合、現在の放

射能の測定技術をいかに短期間で、また低コストでやるのか、これが大きな課題であります。

さらに言いますと、サンプル等を、特に食品の場合はミンチにして測定器などに入れる必要が

あるんですけれども、その手間がやはり難しい。今は、例えば魚などはそのまま入れていただ
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いて計測できる、そういう技術も開発しているそうです。断片的な情報しかありませんけれど

も、ニーズに対して対応していただいていると思っております。 

○井上座長 ほかに何か、よろしいでしょうか。はい、どうぞ。 

○田代委員 我々は除染を実際にしているんですけれども、放射能汚染がすごく薄いところと、

とんでもなく高いところがあって、技術的に決め手がなく手さぐりでやっているような状況だ

と思います。ただ、これから一番していかなければいけないのは、除染して集めたものをどう

するんだということです。これがまだ明確になっていないことが、いろいろなものに対して

我々が不安になっている背景にあると思います。濃いものと薄いものをどうするかとか、地域

の問題、それから将来的にどうしていくんだというようなことを、政府が整合性をとって示し

ていただければと思います。その中で技術を考えなければいけないのではないかなと思ってい

ます。 

○井上座長 どうもありがとうございます。これは最初、去年３月11日以降でのホットスポッ

ト的にいろいろ、そのときはその場所だったとしても、特に河川なんかは、そのとき測ったら

何もなかったのが、余り固有名詞を出すとまずいので、川の海に注ぎ込むここは１年後にはか

なりの。だから、非常に移っていくという、このあたりのことも十分に考慮していろいろ対策

を立てていく必要があるんだと思いますが。 

 ほかに何かご発言等ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、一通り資料に掲載させていただいた件に関して協議をしていただきましたが、こ

れ各項目、所々では複数の項目について議論がございました。複数項目にまたがるような全体

的な視点からご意見をいただければと思いますが、いかがでしょうか。 

○文部科学省（田口） 全体で３つだけ言わせていただきたいんですけれども、１つ目は、Ａ

の２のところです。そもそも雇用の創出のところで、今この中で出ているのは、雇用の創出と

いうところに重点が置かれて、ベンチャーとかアントレプレナーとかそういう方向で議論がさ

れたと思うんですが、それもあるんですが、それよりも何よりも、例えば水産業とか、以前の

仕事ができるようにするという視点も多分必要で、そういう観点からマリンサイエンス拠点の

事業なんかをやっているわけで、そういう視点は是非入れていただきたい。そういう場合は多

分、先ほどの、どちらかというとマーケットでどうこうというよりは、産学官で作り込んでい

く、例えばマリンサイエンスですと、壊れた漁場がどうなっているのかというのはちゃんと調

べて、その中でどこでどういうふうに養殖の技術開発なんかも含めてやっていくという、マッ

チングというよりも、そもそもニーズがあって、最初から一緒にやっているんだよ、そういう
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のが重要ではないかというのが１つ。 

 それからもう１つは、元のアントレプレナーのほうになるんですが、多々納先生おっしゃっ

たように、被災地はリスクをとれないとか、今書いてあることが通常の産学連携というんです

かね、ライフイノベ、グリーンイノベ、どこまで言える話なので、復興というところに特化し

てプラスアルファで、リスクがとれないからこういうことが必要だとか、マッチングを進める

についても何かプラスアルファが必要なのではないか、それが２つ目でございます。 

 それから３つ目は、石川委員の減災に関連してなんでございますが、文部科学省では、これ

も数百億かけて海底ケーブルの整備をしてございます。それの情報をどういうふうに自治体に

伝えていくか、もちろん速報として伝えていくのもございますし、いろいろな海底の地形の調

査とかをやっていますので、これはまちづくりとか、あるいは防災計画に役立てていただく面

も当然あると思ってございます。そういったものを、今ちゃんとできているのかどうかという、

そこのチェックは必要かなと思っていまして、さらに、先ほど減災の技術基準というところに

関して申し上げますと、例えば海底の津波計からの情報がどれくらいのスピードで来て、云々

のところで、要するに、避難にどれぐらいかかるのかというところで、きっと何かハードだけ

ではなくて、ハードとソフトを含めた基準とか考え方みたいなのは、関係者が協力していくと

何か出せるのかなという感じがしております。文科省で地震調査研究推進本部のほうで海底地

震計とか、どちらかというと、科学的調査を主目的としてやっているような格好になっている

ので、この予算上も丸ごと計上してはおりませんが、だけど、本当にそういうものが、そうい

ったまちづくりとか減災、防災にきちんと役立つようにしていくというのが非常に重要ではな

いかと考えておりますので、この３つ申し上げさせていただきました。 

 以上です。 

○井上座長 どうもありがとうございます。 

 これは複数項目、全体的なということで、日頃から防災、減災も含まれていたんだと思いま

すが、そういう方面でご研究されておられます。さらに、申しわけないんですが、今村先生、

何かご意見ございますでしょうか。 

○今村委員 我々、改めて今回の大震災を踏まえて、いかに人命を守るのか、一人一人の命を

どう確保するかということが重要かと思います。 

 既に奥村議員が、国民一人一人の運動の基盤を検討さえておりますけれども、そこではやは

り提供だけではなくて、住民からのレスポンスをいかに早く把握するのか、こういう点も重要

だと思います。また、その件で、実は通常の公的な情報とか、または観測情報だけではなくて、
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最近はソーシャルメディア等が有効であり，どのように使えるのか議論しているところでござ

います。先日も、民間のボランティアの方たちが集まりまして、改めて１週間の全部のデータ

を出し合って、当時の社会現象を可視化するというような取組も含んでおります。幅広い多重

の国民を守るシステムが必要かと思っています。 

○石川委員 先ほどの意見で申し上げなかったんですが、減災ということを考えますと、どう

しても現地の詳細なデータが要るわけです。つまり一律にはできない。実際には津波がやって

来て、その後どのようになっているかというのは、マクロな大雑把なデータでは、減災技術と

いうものを投入し得ないわけです。 

 私どもはＵＡＶ、アーマーデッド、無人の小型のヘリコプターを使いまして、詳細な海岸林

の調査というものを始めました。それがございませんと、実際には海岸林はいろいろ複雑に、

全部なくなったわけではなくて、やはり現地の状況を見ながら、最も適切な減災体制というも

のをやっていく必要がある。 

 私はこの、いわゆる被災直後、ちょうど仙台空港があって、航空写真というのは大変役に立

ったわけですけれども、やはり今後はああいった大型のものではなくて、小型の防災用の、い

わば現代版の火の見櫓のような、そういった技術革新というものが必要ではないかというふう

に思っております。 

 これは今回申し上げませんでしたけれども、要するに減災技術の確立には、詳細な現況とい

うもののデータ、そのデータに基づいてやる必要がある。そのためには、もう少し小回りの利

く、非常時にも役に立つようなＵＡＶのような、そういったものの技術開発が不可欠ではない

かというふうに思っております。 

○井上座長 どうもありがとうございます。 

 ほかに、駒井先生、何か社会科学的なそういう視点から。 

○駒井委員 社会科学専門ではないんですけれども、ずっとお聞きしていて、科学技術のなせ

ることをいろいろ考えたんですけれども、やはりそれよりもシステムというか仕組みのほうに

問題があるのかなというふうな印象がありまして、問題があって課題があって、それで解決と

いうことになると思うんですけれども、今何が課題になっているのかというのが余り見えてい

ないような気がしてならなくて、そこをもうちょっと個別に洗い出す必要があるのではないか

なというふうに思いました。 

 大体いろいろな話をお聞きした中で総じて言えるのは、やはり人目線でということだと思う

ので、雇用にしてもそうでしょうし、医療にしてもそうでしょうし、いろいろな形でそういう
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目線というのは大事なのではないかなと思うんですけれども、どういった形で組み込むことが

できるのかというのが多分大きな課題なのではないかなというふうに思います。 

○井上座長 ありがとうございます。 

 ほかに何かご意見。はい、どうぞ。 

○松八重委員 ちょっとどの部分でこの話をすればいいのかわからなかったものですから最後

になったのですが、結構この話をしている中で、マッチングというのは大きなキーワードにな

っていると思うんです。技術的な解決ももちろん重要だと思うんですけれども、社会科学の中

で最近経済学なんかでノーベル賞を取った話で、マッチングの理論というのがあるんですけれ

ども、あるこういうふうな技術を持っていて、こういった話ができますよという人と、それか

らそれを受け入れる先とを、自動的にある程度最適化を図りながらマッチングを行うというふ

うなところで、そういった社会科学の知見なんかも、もしかしたらこういう話には重要なのか

な。恐らく技術の話ですと、単なる提案だけだと個別の導入に差し障りがあるのかもしれませ

んが、このマッチングの話がよくやられているのは、インターンと病院のマッチングとか、あ

るいは学校選択とかそういったところで実際にこのマッチングの理論というのが適用されてい

る事例はあるのですが、今回の復興・再生の話だとか、あるいはその震災後の対応という話を

考えると、例えばボランティアとそれを受け入れる先とかの素早いマッチングとか、そういっ

た話も恐らく考えられるだろう。それを支えるためには、やはり大規模なデータベースですね、

そのマッチングを行うために素早い手を挙げた人とその技能、それからそれを受け入れる先の

需要というものをつなげるようなデータベースというのが恐らく必要なのかなというふうに考

えております。なので、その辺は恐らく技術、ＩＣＴと、それから社会科学における理論とい

うものが接続できるところなのかなというふうに感じております。 

○井上座長 ありがとうございます。 

 ほかに何か。よろしいでしょうか。はい、どうぞ。 

○佐々木委員 ５番のところにも絡みますし、減災のところにも絡みますが、やはり日頃から

いろいろなセンシング情報でデータを蓄積しているのであれば、それのデータをフル活用して、

リアルとバーチャルの世界を統合したシステムづくりも必要だと思います。この資料には社会

実装実験システムの常設と書いてありますが、要は、そういうものを構築しながら実験する計

算機環境という社会シミュレーションシステムも必要だと思います。 

 もう少し具体的に言うと、今、我々がちょっと実験しているのは、首都高速道を丸ごとシミ

ュレーションする目的で三次元モデルをコンピュータの中に入れるというものです。そのシミ
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ュレーション環境の中で運転者のバーチャルな車を走らせます。早くスピードを出す人、マイ

ペースで走る人、アクセルやブレーキを急に踏む人というのを、コンピュータの中の首都高速

道で走らせると、ある特定の場所で渋滞が発生します。そうすると、道路のつくり方が悪いと

ころで大体滞ります。もしも車のリアルなデータがあれば、リアルなデータを三次元モデルの

の中に、つまりコンピュータシミュレーションの中に盛り込むことができます。また、例えば、

あるところで仮に地震が発生したと想定して、コンピュータシミュレーションの中で道路を破

壊してみることもできます。そのとき、どういうパニックが起きるのか、あるいは、どこかの

交差点で信号機がある地域で電源がダウンしたとき、どういうパニックが起きるのか、あるい

は台風、津波、水が溢れたときに、どこでどのような影響があるかを検証することができます。

そのときに、どういう物資をどういうルートで運んだら一番良いのか、皆さん助かりますか、

そういうシミュレーションもできると思います。だから、実際に大規模災害復興期の社会実装

実験システムをつくるというのであれば、こういうものを使って、先ほどの医療のシステムで

緊急配備で薬を運ぶときどうしたら良いのか、あるいは全国にお医者さんがいるのであれば、

今ケアできる人は誰ということで遠隔医療でつないでいくとか、そういう大規模な実証を行え

るシステム、そういうものも国全体として持つ必要があるのではないなかと考えます。 

 こうしたシステムを使うことでリアルな空間と社会システム、ソーシャルサイエンスをして

いる学者さんとも連携しながら、常日頃から減災、あるいはこの協議会の最初の頃に申し上げ

たガバナンスが連続的に続くような仕組みづくりというものも議論できるのではないかと思い

ます。今は確率が低い災害に対して、出来事が起こってから慌てて対応していますが、常日頃

から、科学と技術の知識を使って、いろいろなシミュレーションをする仕組みというのもＩＣ

Ｔを使って構築していく必要があるでしょう。そこに先ほどの放射線のセンシング情報があっ

たら、計測は個々に点で計測しているんですけれども、それを集めてＩＣＴシステムに持って

いくと、面的に空間で理解できるようになります。そのときにどのような行動を起こせばいい

かという議論もできると思います。そういう点からもこういったプラットフォームという考え

方は持っておく必要があるのではないかなというふうに思います。 

○井上座長 ありがとうございます。 

○中鉢議員 おそらく、震災直後の課題と、３カ月後あるいは３年後に実現してもいい課題と

あると思います。それぞれに対してスピード感というか、ロードマップが違うと思いますが、

少なくとも、復興構想会議というのがあって復興庁ができて、ここでこうして総合科学技術会

議の中で復興・再生戦略協議会ができているわけですが、残念ながら、中央のこういった取組
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が現地から見ると期待感に乏しいと感じているということをまず認識しなければいけないと思

います。こういった取組が問題の本質に追いついていないのではないかということはメディア

を通して、あるいは直接、間接に現地の声を聞くと感じます。 

 そういう認識を持って改めて今日示された資料を見てみますと、そういった声をヒアリング

してまとめられて、今まで認識できていなかったものも含めて現地の声が出てきていますので、

大変いい資料だと思います。 

 この中で、課題解決を阻害する要因、政策課題から解決すべき課題が書かれていますが、私

の直感でしかありませんが、この阻害する要因の要因があるのではないかと。ワンレイヤー、

もう一段掘り下げないと、どうもまた靴の上から足をかくようなことにならないかなと。もう

ワンレイヤー掘り下げることができるかどうかがポイントだと思います。先ほどの問題点や、

先生方から出された問題点、各省庁の返答を聞かせていただくと、それぞれが正しいことをお

っしゃっているわけですが、これで現地の満足度を得られるかというと、いささか違和感があ

ります。 

 もう一点、ＩＣＴといいますかＩＴ技術を使っての復興・再生、科学技術をということでい

ろいろな提案、いろいろな企業、あるいは大学から提案され、紹介もされています。その中で

は表彰されているものもありますが、なぜ、それが実現しないのだろうかというと、新しい知

識ではある、新しい技術ではある、だけれども、自分たちにとっていいものかどうかがわから

ないと。科学技術は、ある前提で正しくて、ビューティフルなロジック、論理的に現地にご説

明されていると思いますが、一方で、前提そのものを懐疑的に見る人たちもいるわけです。現

場に実装していくには、科学者の信念と現場の懐疑を総合・統合化して自治体の首長なり自治

体が決めなければいけないですが、この判断が難しく、この判断のところで、力を貸してくだ

さいということなのではないかと。そういうジレンマといいますか、トレードオフの関係があ

るということです。 

 ＩＣＴを使った農業のある例を見ますと、非常に環境に優しくて効率もいいということでは

あるが、残念ながらコストが２倍であると。コストが２倍のものを導入しろというロジックは

成り立ちにくいです。新しい技術で素晴らしいことではあるが、となります。「単なる復旧で

はなくて復興である」と、当時の総理がおっしゃった言葉に対して、現地から批判もありまし

た。「なぜ、復旧してはいけないのか。なぜ、復興なのか。明後日の復興は、明日の復旧がな

い限りない」と、こういう声があることも事実でございました。 

 したがって、判断を下した結果、うまくいっているところや、トップランナー方式でやって
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おられるところもあります。こういったことを一堂に会してもう少し現場の声を聞く、タウン

ホールミーティングみたいなものを現地でやってはどうかと、「仕組み」として。やはりここ

霞が関だけで議論するには限界があると思います。コストの問題で毎回やるわけにはいかない

とは思いますが、もう一段掘り下げた情報を取るための努力というのが極めて解決に役立つの

ではないかという印象を持ちました。 

 以上でございます。 

○奥村議員 今日、議論を拝聴しておりまして、構造的な問題、あるいは規制の問題、それか

ら地域の多様性の問題、様々な複雑なファクターがあるわけですけれども、その中で、ここで

まず合意をいただかないといけないのは今の復旧・復興の話もありましたけれども、とにかく

急いでやる、急いであるレベルに回復するということを第一テーゼに考えてやってみたらどう

かということを最初に皆さん、先生方のご同意を得たいと、こう思っているのです。そうしま

すと、今日いろいろなご意見、ご提案ありましたけれども、やはり優先順位が少し後のもの、

それから優先順位の先のものということももう少し見えてくるのではないか。 

 事務局の資料の６－１－１のところに、副題には早期に向けてと書いてあるので、余り比較

級の表現になっていないので、今私が申し上げたようなところはなかなか伝わらなかったのか

なと思うのですが、恐らく事務局はそういう思いでつくったと思いますので、そこのあたりも

一応確認した上で次のステップのご議論を展開していただけると有り難いかなと思います。 

 私もう１つ会議の掛け持ちございまして、すみません、今日はここで失礼させていただきま

す。 

○井上座長 では、手短に意見を。 

○山田委員 先ほどこれ以上リスクをとれないとか、あるいはもっと一般的な、いわゆるベン

チャービジネスの日本における一般的課題の話があったのですけれども、この日本特有の、リ

スクを最後まで取り切らなきゃいけない、そういう構造はあります。このため、リスクを限定

し、プロジェクトをきれいにたたむ、つまりプロジェクトをどんどん作るだけではなく、きれ

いにたためるような仕組みも一方で考えておいたほうが、スムーズに行くと思います、プロジ

ェクトでは、いろいろなトライ・アンド・エラーをたくさんしなきゃいけないと思うので、プ

ロジェクトのビルドだけではなく、スクラップの仕組みとセットで進めるということも最初に

考えておいたほうがいいと思います。 

○井上座長 ありがとうございます。 

○堀委員 中鉢議員のお話を聞いて思ったのですが、地方とかけ離れているかもしれない、あ



 －34－

るいはメディアからは良い形で報道されていないかもしれないということを考えた場合に、も

っとコミュニケーションの仕方を考えなきゃならないのかなと思った次第です。このスケジュ

ールを見ると、もしもまとめの段階で、そんなことを言うと怒られちゃうかもしれませんが、

大臣がまさかひっくり返すことはないと思いますけれども、どういったものをまとめて、まと

めて、どういう形でやるかということを具体的に考えなくてはならないと思うのです。そこで

一つ提案ですが、ここで挙げたものをただ単に出すのではなくて、コミュニケーションのプロ

セス、つまりどういう形の議論をしてきたか、どういったやり取りがあったのか、あるいは、

ストーリーをつくって提示するのが一番いいと思うんですね。こういった人がいて、こういっ

たものをつくってきて、こういった形のものをやってきたという事例というものをストーリー

展開にして、人を中心にしてソーシャルメディアをつくってコミュニケーションしていくよう

な発想を持つと、おそらく良い意味でせっかくやったものが悪い形で伝わることがないと思っ

ています。それをご提案させていただきたいと思います。 

○井上座長 よろしいでしょうか。 

 もう１つ、これで各項目について総合的な議論をしていただきましたが、冒頭にも紹介させ

ていただきましたように、協議会でも早期復興・再生に向けた骨太なものをまとめたいという

ことでございます。事務局に示された項目等が細かくて数も多いという状況にございます。ま

た、仕組みの見直しが必要と考えられることと、仕組みの見直しまでは必要なさそうだけれど

も、取組を推進すべきもの。直ちに仕組みの見直しが必要というものと、仕組みの見直しまで

は必要でないが、取組の推進を早期に図るべきだというものに大別されそうだということです

が、１枚紙のものを簡単にまとめさせていただいておりますが、これはそれにいろいろ肉付け

させていただくということになるんだと思いますが、こういう視点の２つに分けて提案してい

くということ等についてご意見いただければと思いますが。 

○多々納委員 多分これが一番大事なところだと思うのでお聞きするんですが、１について中

身が何なのかわからないんです。２は非常に明快に書かれていると思うんです。１についての

中身を、こういうことなのだという、少し補足いただけると大変ありがたいんですが。 

○井上座長 これは事務局のほうから答えていただいたほうがいいのかもしれないんですが、

１の、例えば平常時とは異なる条件のもとで科学技術を活用していくために恒久的な制度とし

て備えておく場合。例えば、災害復旧のみならず、災害復興の部分の事業制度の災害対策基本

法等への位置づけだとか、災害瓦れきの柔軟な処理、利活用方法だと、様々なことが考えられ

るということがそこに入るのかな。それと、次の「一方」という次の段落、科学技術を利活用
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した推進に取り組むべきものがある。例えば、ＩＣ技術を活かした遠隔医療の対象の拡大復旧

だとか、こういうことが入り込んでいくんだと思いますが、さらにいかがですか、加藤さん、

何かコメント。 

○加藤参事官 私から説明したのは、６項目書いていて、今日皆さん方からいろいろなご意見

出て、ほかの協議会のご様子も昨日、先生にお話ししてきたところ、ちょっと粗過ぎるのでは

ないかということで、２つにまとめたらということで、こんな紙をいただいたんだと思ってい

ます。今日大分いろいろなことをいただいたので、ややそれちゃうんですけれども、課題がも

うひとつ見えていないとか、レイヤーがもう一枚下にあるのではないかというところが、実は

見えていないところもあってやっていたところもありますので、そこをもうちょっと深めてい

きたいと思いますし、それでさっき奥村議員が言われたような、比較級でより急いで項目に皆

さんからいただいたものを絞り込んで、それをずらずら何でも並べたがる私のパターンではな

くて、もう少しコンパクトに、人が挙げられるぐらいの数にまとめろというのが座長のご意向

ではないかなというふうに思っているところで、材料が全部固まり切っていないし、皆さん方

から追加の意見もいただいているので、私が言うのはあれなんですけれども、具体的なイメー

ジのところまで、まだ昨日お話ししたときの話なので、まだ余り具体的にはなっていないとこ

ろはあるんですけれども、大きくは２つぐらいに柱立てをしたらどうかというのが座長のご趣

旨で、多々納先生のおっしゃったところまで─余り先生ともお話が十分できていないところ

もあるんですけれども。 

○井上座長 これ２つに直ちに年末に向けて仕組みの見直し、やはりこれをしていただきたい

というのと、仕組みの見直しまではないけれども、取組を是非早急にさらに推進していただき

たいということの２つ。この中で今日いただいたご意見、あるいはもちろん前からの５ページ

目の要因等、あるいはそれの要因の要因等次第だと思いますが、この中に盛り込んでいくとい

うようなことで、今日皆さんから活発なご意見はいただきました。もう既に時間を10分近くオ

ーバーしておりますので、次回はそういう取りまとめた最終案をご検討いただく。ただ、その

前に体裁等を含めて副座長、事務局等と相談させていただいて原案を作成して、次回の協議会

の前に各委員の先生方にご意見を一度メールなどでお送りしてお聞きさせていただいて、その

答申のあれも反映した形で12月の第７回目の協議会でさらにご意見をいただくという手順で進

めさせていただければというふうに思いますが、いかがでしょうか。ちょっと時間はあれなん

ですが、よろしいですか。 

○奥村議員 よろしいと思います。 
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 （異議なし。） 

○井上座長 ただ、途中で専門調査会への中間報告などの機会があるともお聞きしております。

その場合には、座長、副座長等に一任いただければというふうに思います。それはもちろん中

間報告ということだと思いますが、よろしいでしょうか。 

 すみません、本日はどうもありがとうございました。 

 事務局から最終的にまた報告をお願いいたします。 

○加藤参事官 もうお時間も過ぎています。事務的には次回のご予定とかご紹介した議事録の

ことでございますので、議事録については皆さんご確認いただいているかと思いますけれども、

全体を見て何かあれば今日ご指摘いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○井上座長 それでは、本日どうもありがとうございました。活発なご意見いただきましてあ

りがとうございます。 

午後５時０８分 閉会 

 


